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１．事業概要

（１）

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

名取市地域開発事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 令和2年4月1日

内陸工業用地等造成事業事 業 の 種 類

名取市愛島台二丁目～五丁目地内

　事業計画の立案や立地企業の募集等に係る事務については、民間事業者
と「名取市愛島台の土地活用に係る協定書」と取り交わすことで、包括的な業
務委託を行うもの。

団 体 名 ： 名取市

事 業 名 ： 愛島台地区宅地造成事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

非適

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度

イ 売 却 面 積

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

名取市愛島台二丁目～五丁目地内

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

11,500

特になし。

特になし。

施 工 地 区 名

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（令和8 年度まで に造 成）
（令和9 年度まで に売 却）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ）

9,100

ア 総 事 業 費 2,864,620,000

3,066,000,000

107.03

267,000

イ 総 面 積 315,000

発 行 額 累 計元 利 金 債 発 行 状 況

造 成 地 処 分 状 況
※ 直 近年 度 分 を 記 載

エ 売 却 予 定 代 金
*2

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

ア 売 却 代 金

（事業に係る専従職員なし）
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（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２）

％

千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
千円 千円

千円

千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

千円

％％
事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

土地造成・処分の見通し

売却面積（㎡） 99,000

造成面積（㎡） 118,400 98,300

処分実績・計画

施 工 地 区 名

項　　　　目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

造成実績・計画

　本事業を開始した令和2年度においては、前年度末から急速に拡大した新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、国内経済及び国際経済が大きな混乱に見舞わ
れたところであり、本市を含む県内の社会経済情勢についても、不透明な状況が続いている。
　そのような中、令和3年1月に東北財務局が発表した「管内経済情勢報告」では、管内の経済情勢について、「新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況
にあるものの、緩やかに持ち直しつつある」とされており、特に、「生産活動」の項目においては「新型コロナウイルス感染症の影響がみられるものの、緩やかに持ち
直している」とされるなど、ポストコロナに向け、一部前向きな分析も見られるところである。
　しかしながら、今後の先行きについては、「感染症拡大による社会経済活動への影響が地域経済を下振れさせるリスクに十分注意する必要がある」との見方が示さ
れているところであり、今後とも、新型コロナウイルス感染症の拡大が社会経済情勢に与える影響等については注視していく必要がある。

112,000当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 295,000 295,000 295,000 196,000

造成面積（㎡）

合計

造成実績・計画

処分実績・計画

千円 千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
千円 千円

千円 千円

土地売却収入（千円） 1,122,000

売却単価（千円/㎡）

項　　　　目 令和８年度 令和９年度

  令和2年度においては、開発行為を行う上で必要となる測量や諸条件の整理、関係機関との協議を行い、造成工事の基本設計を進めている。
   本事業は、オーダーメイド方式により、段階的な施工を計画している。令和3年度からは基本設計をもとに企業に立地表明等の募集を行い、宅地需要を鑑みなが
ら、概ね3工区程度に分割して造成工事を進めていく予定である。
　住宅用地や産業用地の需要動向をを鑑みながら進めていくが、令和9年度末までに施工及び処分の完了を目指している。

名取市愛島台二丁目～五丁目地内

令和７年度

11.3

千円

千円

千円

千円

％

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
％ ％

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償 還 期 限 が 到 来 す る も の
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

千円 千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

84,000

11.6

98,300 315,000

972,000

196,000

売却面積（㎡） 84,000 267,000

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 112,000 28,000 1,529,000

売却単価（千円/㎡） 11.6 11.5

土地売却収入（千円） 972,000 3,066,000
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（３）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　愛島台地区宅地造成事業については、建設部都市計画課において実施している。
　なお、職員体制については、一般会計において人件費を措置している職員が兼務により対応することとしており、専従職員の配置については予定して
いない。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

組織の見通し

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標

　積極的な企業誘致に努め、令和9年度までに造成面積315,000㎡から公共用地分（道路、公園等）の面積を除いた
267,000㎡の売却を完了する。

　造成予定地をＡ・Ｂ・Ｃの3つの地区に分割し、それぞれ計画的な造成を行う。なお、地区割や工期、産業ゾーン、住宅ゾーンの区分けについては、当初
計画時点のものであり、立地企業の要望や住宅用地の需要動向等に従い、柔軟な対応を行うものとする。

　《Ａ地区（産業ゾーン（造成面積：244,000㎡））》
　　第1工期（令和3～4年度）、第2工期（令和5～6年度）及び第3工期（令和7～8年度）の3つの工期により、設計及び造成工事を行う。
　《Ｂ地区（住宅ゾーン（造成面積：52,000㎡））》
　　第1工期（令和3～4年度）、第2工期（令和5～6年度）及び第3工期（令和7～8年度）の3つの工期により、設計及び造成工事を行う。
　《Ｃ地区（産業ゾーン（造成面積：19,000㎡））》
　　第1工期（令和3～4年度）に設計及び造成工事を行う。
　※各地区の区割については別添のとおり。

　事業の実施に伴い、市の将来負担が生じることのないよう、既存ストックを最大限活用しながら、事業運営を行う。

　造成事業は、土地取得特別会計からの繰入金（土地開発基金借入金）を財源として実施することを基本とし、企業債の発行は極力抑制するものとす
る。なお、土地開発基金の残高等を踏まえ、状況に応じ、宮城県の無利子貸付制度（宮城県工場立地基盤整備事業貸付金 ）の活用について検討する。
　土地取得特別会計からの繰入金（土地開発基金借入金）については、造成用地の売却の都度、随時償還を行う。
　その他、事務費等財源の確保策として、事業用地の有償貸付を推進する。

　《事業費（2,864,620千円）》・・・（Ａ）
　　造成事業費 ： 2,753,642千円（うち土地取得特別会計繰入金充当額2,509,588千円）
　　販売委託料 ： 0,101,178千円
　　事務費等 料： 0,009,800千円
　《事業収入（3,071,730千円）》・・・（Ｂ）
　　用地売却収入 ： 3,066,000千円（うち土地取得特別会計償還金充当額2,509,588千円）
　　用地貸付収入 ： 1,005,730千円
　《事業収益（207,110千円）》・・・（B）-（A）
　　一般会計繰出金 ： 207,110千円

　造成事業の実施に当たっては、計画の立案や誘致企業の募集、販売支援に係る業務等を民間事業者に包括的に委託することで、民間のノウハウを
活用した効率的な事業運営を行う。

　愛島台地区については、名取市都市計画マスタープランに基づいて職住近接型のまちづくりを目指しており、「工業流通拠点」と位置づけ工業・流通環
境の保全を図りつつ、地区計画等により、住環境の整備も行っていくこととしている。
　その中において、本事業は愛島台の市街地西部にある遊休地について、土地の有効利用による居住や産業の促進を行うものである。
　造成計画については企業へのアンケート調査等により、産業用地や住宅用地の需要動向を鑑みながら、オーダーメイド方式により段階的な造成とし
て、売れ残りのリスクを避けた販売計画とするだけでなく、民間のノウハウを活用することで早期に土地を処分し、主な財源となる処分金を確保するた
め、民間業者と包括的な協定を締結している。
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（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性

* 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（平成23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

新 規 造 成 計 画

民 間 活 用

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

土 地 売 却 の 促 進

企 業 債

　新型コロナウイルス感染症の拡大が社会経済情勢に与える影響等（企業の設備投資や住宅需要の動向等）を注
視し、計画期間の延長や前倒し等、随時見直しを行う。

　特になし。

　事業計画の立案や立地企業の募集等に係る事務については、民間事業者と「名取市愛島台の土地活用に係る協
定書」と取り交わすことで、包括的な業務委託を行い、実施するもの。

　特になし。

土地売却の根幹となる立地企業の募集については、トップセールスによる積極的な取組を進めるほか、宮城県の産
業立地推進課との連携を図り、売却の早期実現を目指す。

産業用地：10,000円/㎡
住宅用地：21,000円/㎡
※産業用地、住宅用地とも同地区内の不動産売買実績に基づき売却単価の設定を行ったもの。

　造成事業は、土地取得特別会計からの繰入金（土地開発基金借入金）を財源として実施することを基本とし、企業
債の発行は極力抑制するものとする。なお、土地開発基金の残高等を踏まえ、状況に応じ、宮城県の無利子貸付制
度（宮城県工場立地基盤整備事業貸付金 ）の活用について検討する。

　造成事業は、土地取得特別会計からの繰入金を財源として実施することを基本とするものであるが、土地売却の早
期実現を目指すことで、繰入金の総額縮減を図る。なお、繰入金は、全て借入金的な繰入金として整理するものであ
り（造成用地の売却収入で繰入金の全額を償還するもの。）、赤字補てん的な繰入金については予定していない。

　事務費等財源の確保策として、事業用地の有償貸付を推進する。

　特になし。

経 営戦 略 の事 後検 証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

そ の 他 の 取 組

売 却 単 価 の 設 定

繰 入 金

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

委 託 料
　造成事業の実施に当たっては、計画の立案や誘致企業の募集、販売支援に係る業務等を民間事業者に包括的に
委託することで、民間のノウハウを活用した効率的な事業運営を行う。

　一般会計において人件費を措置している職員が兼務により対応することとしており、該当なし。

　特になし。

　本事業については、市において既に取得済の用地（過去に民間からの無償譲与を受けたもの）の造成を行うもので
あり、地価の下落等によるリスクがほとんど生じないほか、造成に係る事業費についても、用地の取得時点において
粗造成が完了しており、既存ストック（土地開発基金）の運用により、必要な財源が確保できる見通しとなっていること
から、今後、将来負担が生じる余地が僅少と判断し、公営企業として、市の直営により実施するもの。

　本経営戦略については、毎年度施策の実施状況等に関する進捗管理を行うとともに、事業の実績に応じた投資・財
政計画（収支計画）の更新作業を行うことで、戦略の事後検証を行う。
　また、後年度において、新たな経営改善や財源確保に係る取組が具体化した場合等においても、経営戦略への追
加について随時検討し、必要に応じて、戦略の改定を行うものとする。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に
　御留意いただきたい。
　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で
　　必要最小限の範囲にとどめること。
３　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について
　御検討いただきたい。

公営企業として実施する
必 要 性

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 1,350 730 730 730 730 730 730 5,730

（１） (B) 1,350 730 730 730 730 730 730 5,730

ア

イ (C)

ウ 1,350 730 730 730 730 730 730 5,730

（２）

ア

イ

２ (D) 800 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 9,800

（１） 800 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 9,800

ア

イ 800 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 9,800

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 6,000

800 500 500 500 500 500 500 3,800

（２）

ア

イ

３ (E) 550 △ 770 △ 770 △ 770 △ 770 △ 770 △ 770 △ 4,070

1 (F) 137,000 143,500 843,160 1,122,000 737,890 972,000 648,038 972,000 5,575,588

（１）

（２）

（３） 137,000 143,500 843,160 737,890 648,038 2,509,588

（４） 1,122,000 972,000 972,000 3,066,000

（５）

（６）

（７）

２ (G) 39,380 240,750 843,160 1,120,460 737,890 880,504 737,890 971,484 5,571,518

（１） 39,380 240,750 843,160 72,182 737,890 67,232 737,890 116,336 2,854,820

39,380 240,750 843,160 35,156 737,890 35,156 737,890 84,260 2,753,642

37,026 32,076 32,076 101,178

（２） (H)

（３） 1,048,278 813,272 648,038 2,509,588

（４） 207,110 207,110

（５）

３ (I) 97,620 △ 97,250 1,540 91,496 △ 89,852 516 4,070

(J) 97,620 △ 96,700 △ 770 770 △ 770 90,726 △ 90,622 △ 254

(K)

(L) 97,620 920 150 920 150 90,876 254 190,890

(M)

(N) 97,620 920 150 920 150 90,876 254 190,890

(O) 97,620 97,620

(P) 920 150 920 150 90,876 254 93,270

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 1,350 730 730 730 730 730 730 5,730

-

（T) -

(U) -

（Ｖ) -

(Ｗ) -

(Ｘ) 137,000 281,420 1,123,660 202,300 813,422 218,561 648,038 63,843 -

-

(Ｙ) 137,000 280,500 1,123,660 75,382 813,272 648,038 -

(Ｚ) -

○他会計繰入金（借入金を含まない） （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和
8年度

令和
9年度

期間計

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
2年度

（初年度）

令和
3年度

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第３条第１項第４号ニに規定する
土 地 収 入 見 込 額

健全化法施行規則第９条第５号Ｂにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（Ｘ）×100)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

-

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

48.7 48.7 48.7 48.7 48.7 48.7

-

職 員 給 与 費

そ の 他 （ 販 売 委 託 費 （ 3.3% ） ）

地 方 債 償 還 金

-

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） #DIV/0! 168.8

赤 字 比 率 （ ×100 ） #DIV/0!

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債

元 利 金 債 等

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

建 設 改 良 費 に 係 る 地 方 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他 （ 土 地 貸 付 収 入 ）

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

販 売 促 進 委 託 料

事 務 費 等

令和
2年度

（初年度）

令和
3年度

期間計

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

土 地 等 売 却 収 入

受 託 工 事 収 益

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

そ の 他

－5－



2.7ha

1.9ha

1.8ha

公園
0.15ha

緑道
0.36ha

公園
0.06ha

2.3ha

2.1ha

1.0ha

2.6ha

1.8ha

0.8ha

1.6ha

2.4ha

1.8ha

2.2ha

緑地
0.13ha

Ａ地区
工業地

Ｃ地区
工業地

Ｂ地区
住宅地

愛島台地区 土地利用計画図（案）

S=1:5,000

公園・広場・緑地

凡 例

防火水槽用地

計画道路

工業地

事業区域

住宅地

緩衝緑地

21.02.09


